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問 子宮頸がん予防には、HPV ワクチン接種と定期
的な検診が有効です。①令和６年度における小学校
６年生から高校１年生相当女子の接種人数と接種率
は。②定期接種期間に積極的勧奨が行われず、令和
４年５月に改めて勧奨通知を送付したキャッチアッ
プ対象者の接種人数と接種率は。③国はワクチン接
種の標準スケジュールを最短４カ月でも可能とした
が、高校１年生相当へ最短接種の勧奨通知を。④子
宮頸がん細胞診の検診者数と検診率は。また、細胞
診よりも早期発見・治療に繋がる「HPV 検診」実施を。
答 ①接種者数 472 人、接種率 26.6％。②接種者数
996 人、接種率 33.6％。③個別通知の予定はないが
市 HP に国の情報を貼ると共に市内医療機関への情
報提供を行っている。④受診者数 914 人、受診率は
5.74％。HPV 検査導入は実施を検討する。

♦搾乳できる環境づくりを
問 市内「赤ちゃんの駅」へ搾乳マークも表示し、安
心して搾乳できる環境づくり推進を。
答 現在、８カ所の赤ちゃんの駅へ搾乳表示を順次進
めている。今後、周知にも努める。

さらなる子宮頸がん予防を

五十嵐　惠千子

問 ①ガソリン暫定税率廃止により地方財源の措置が
なされなかった場合の影響額は②国の追加分の重点
支援地方交付金の額。交付金を低所得の子育て世帯、
ひとり親世帯へ給付金として使用しては③公明党の
参議院選挙の公約に、「財源をさがす、みつける」か
ら「財源を生み出す」ソブリン・ウェルスファンド

（日本版政府系ファンド・外為特会等政府の資産を投
資して収益を得る）の創設がある。政府も骨太の方
針に位置付けている。国と地方では違いはあるが財
源確保とのマインドは共有できる、自主財源確保を
どの様に図られるのか伺う。
答 ①約 700 万円②限度額 2,269 万４千円、国の動
向を注視し適宜適切に事業化する③市税の増収を含
め、ふるさと納税の返礼品の充実に努め寄付額の増
加、民間活力の活用等を行う。

◆道路環境の充実を
問 本年３月策定の道路舗装修繕計画での 33 路線
8.4㎞、旭・三輪野江の生活道路整備、市民満足度を
上げるために道路予算の増額を。
答 損傷状況、地域バランスにより措置する。

地方譲与税及び交付金、
自主財源確保について

小野　潔

問 食物アレルギーをもつ子どもへの対応はどの様に
されているのか。
答 医師の診断をもとに保護者からの申請を受け、栄
養士との面談を経て間違いのない様に厳格に管理し
たうえで提供している。
問 宗教上の理由による給食メニューの変更要望圧力
に対してどの様に対応しているのか。
答 最も優先されるのは安全性であり、命を守るため
のアレルギー対応は厳格に行い、その他の要望は各
家庭の協力を得て進めていく。

◆�日本文化を土台にした共生社会を目指す【和文化共
生社会】の実現について
問 増加した外国人が特定のコミュニティを作り、独
自の文化、習慣で生活をしていく事は容易に想像で
きるがどの様に対応するのか。
答 外国人の増加は見込まれるが、共に暮らしやすい
吉川市を目指す。
問 日本文化を土台とした共生社会を目指すべきで
は。
答 日本文化は多文化の一つであり、日本文化を土台
とした取り組みは行わない。

日本文化としての
給食文化について

宮窪　雅一

問 市内小中学校体育館の空調機整備に伴い、体育館
使用料に夏期使用料が新設。結果、夏期使用料が３
～５倍に引き上げられました。
　政府は、小中学校体育館の空調設備の光熱費を地
方交付税で予算化しました。吉川市の金額は 330 万
円です。当然、小中学校体育館の来年度からの使用
料は見直すべきでは。
答 地方交付税は、市の一般財源として国が交付した
もので、光熱費など特定の事業の原資として予算化
されたものではありません。よって使用料の見直し
を行う考えはありません。

◆公共施設の大規模改修は
問 令和 12 年度までの公共施設の長寿命化・大規模
改修の具体的な計画と財源見通しは。
答 ５か年計画では、旭公園球場、旭・栄小校舎、第
一保育所、保健センター、中央公民館、屋内温水プ
ールの改修が位置付されています。５年を目安に計
画を見直すことから、今後専門家による劣化度調査
を行い、優先順位を見極めて計画し、実施を予定し
ています。財源は、事業債や基金の活用を見込んで
います。

小中学校体育館使用料の見直しを

遠藤　義法
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